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１ 計画策定・見直しの趣旨                     

本市における自殺者数は、平成 21 年に最多となる 14 人となり、その後は減

少傾向にありましたが、国の動きと同様に新型コロナウイルス感染症が拡大し

た令和２年に 11人と大きく増加し、直近２年では 10人を超えています。 

自殺は、精神保健上の問題だけではなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、

いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因の積み重ねにより、追い込まれた末

の死です。また、自殺は、日常生活や社会生活などにおける役割喪失感や過剰な

負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまうもので、自殺に追い込まれ

るという危機は、「誰にでも起こり得る危機」です。 

そのため、自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との

有機的な連携が図られ、「生きることの包括的な支援」として実施していくこと

が重要となります。 

その上で、国は、令和４年 10月に自殺対策の指針として新たな自殺総合対策

大綱を閣議決定し、「子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化」、「女性に対

する支援の強化」、「地域自殺対策の取組強化」、「新型コロナウイルス感染症拡大

の影響を踏まえた対策の推進」などを重点的に推進することとしました。 

本市においても、国の動向及び令和６年８月策定の石川県自殺対策計画を踏

まえ、本市の実情に応じた自殺対策を推進するため、平成 31年３月に策定した

野々市市自殺対策計画を見直し、引き続き「誰も自殺に追い込まれることのない

社会」の実現を目指します。 

 

２ 計画の位置づけ                         

本計画は、自殺対策基本法第 13条第２項の規定に基づき、国において閣議決

定された「自殺総合対策大綱」及び「石川県自殺対策計画」を踏まえて策定する

「市町村自殺対策計画」です。 

また、本市の最上位計画である「野々市市第二次総合計画」の方向性を踏まえ、

その他関係計画における取組等とも整合性を図り策定しました。 

 

３ 計画の期間                           

本計画の計画期間は、令和７（2025）年度から令和 12（2030）年度までの６

年間とします。 

ただし、社会情勢の変化などにより、計画内容の変更が必要となった場合は、

計画期間中であっても、適宜見直しを行います。 

 

４ 計画の推進体制                         

 自殺対策の取組及び進捗状況は、野々市市自殺対策協議会に報告し、ＰＤＣＡ

マネジメントサイクルにより見直し・改善を図ります。  

第１章 計画の基本的な考え方 
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１ これまでの取組と評価【表１・２】                  

 本市では、平成 31 年の計画策定以来、「地域におけるネットワークの強化」、

「自殺対策を支える人材の育成」、「住民への啓発と周知」、「生きることの促進要

因への支援」、「児童生徒のＳＯＳの出し方に関する支援」の５つを基本施策とし

て、庁内の関係部署や関係機関等と横断的に協力し、自殺対策に取り組んできた

ところです。 

 しかしながら、令和２年に新型コロナウイルス感染症が流行拡大し、計画策定

時には予測できない事象の発生により、設定した自殺死亡率及び自殺者数の数

値目標（中間目標）を下回ることができませんでした。 

 一方で、こうした状況下においても、ゲートキーパー養成の一環として開催す

る「市民カウンセラー連続講座」の修了者数は年々増えており、自殺対策を支え

る人材の育成は、着実に成果を上げています。 

 また、３月の自殺対策強化月間では、市立図書館「学びの杜ののいちカレード」

において、命の大切さや生き方のヒントとなる図書を集めた特設コーナーを設

置し、自殺予防の啓発と周知を図り、幅広く市民の関心を集めました。 

 コロナ禍以降、本市における自殺者数は増加の傾向にあり、依然として厳しい

状況にありますが、こうした取組を引き続き実施し、確実に自殺対策を推進して

いく必要があります。 

 

【表１】数値目標（野々市市） 

 中間目標 

（Ｒ２～Ｒ４平均） 

確定値 

（Ｒ２～Ｒ４平均） 

自殺者数 ７人以下 10.3人 

自殺死亡率 

（人口 10万対） 
13.6以下 18.1 

 

【表２】市民カウンセラー連続講座修了者数（野々市市） 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

修了者数 －※ 17人 35人 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の流行により中止 

  

第２章 自殺の現状と課題 



3 

 

２ 自殺の現状                           

（１）人口及び自殺者数の推移【図１・２】 

本市の人口は、区画整理事業による宅地の整備等により、若い世代を中心に増

加しています。また、令和２年国勢調査における平均年齢は、41.68歳と石川県

内で最も若く、児童・生徒数も増加の傾向にあります。 

一方、本市における自殺者数は、平成 21 年に最多となる 14 人まで増加しま

したが、その後は、人口の増加に反して減少に転じ、一桁台で推移してきました。 

平成 31年３月に野々市市自殺対策計画を策定し、関係機関と連携を図り包括

的な自殺対策に取り組んできましたが、新型コロナウイルス感染症が拡大した

令和２年に再び自殺者数は 10人を超え、令和５年は 14人まで増加しました。 

また、男女別の自殺者数では、これまで男性が女性を大きく上回っていました

が、令和２年に女性の自殺者数が最多の６名となり、男性を上回りました。 

 

【図１】国勢調査人口の推移（野々市市） 

 

 

【図２】自殺者数・男女別の推移（野々市市） 

 
資料：人口動態統計 
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（２）自殺死亡率の推移【図３】 

全国・石川県との自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数）の比較では、

本市の自殺死亡率は、平成 21年に全国及び石川県を大きく上回ったものの、そ

の後は全国及び石川県を下回り減少の傾向にありましたが、平成 30年に増加に

転じ、令和２年に再び全国及び石川県を上回りました。また、直近の２年では、

全国及び石川県を大きく上回っています。 

 

【図３】自殺死亡率（人口 10万対）の推移（全国・石川県・野々市市） 

 

資料：人口動態統計 
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（３）年代別自殺者の状況【図４～７】 

 本市の自殺者の年代別割合（５年移動平均）をみると、平成 23年（平成 21年

～平成 25年）では、60歳代が 31.3％と最も高く、次いで 50歳代が 18.8％と 50

歳から 69歳までの世代の自殺者が全体の約５割を占めています。 

 一方、令和３年（令和元年～令和５年）では、30 歳代が 21.1％と最も高く、

次いで 20 歳代が 19.3％と 20 歳から 39 歳までの世代の自殺者が全体の約４割

を占めており、若い世代の自殺者の割合が高くなっている傾向にあることがわ

かります。 

 また、性別・年代別をみると、男女ともに 20歳代、30歳代が増加しています。 

 

【図４】自殺者の年代別割合（野々市市：５年移動平均） 

 
資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 

 

【図５】年代別自殺死亡率（野々市市：５年移動平均） 

 
資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 
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【図６】年代別自殺者数：男性（野々市市：５年移動平均） 

 
資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 

 

【図７】年代別自殺者数：女性（野々市市：５年移動平均） 

 

資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 
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（４）自殺の原因・動機別の状況【図８・９】 

 自殺の原因・動機を特定できたものをみると、いずれの年も「健康問題」が最

も多くなっています。 

 また、男女別に原因・動機をみると、男性では「健康問題」が 12人と最も多

く、次いで「経済・生活問題」が９人、「勤務問題」が４人と続いています。女

性では「健康問題」が６人と最も多く、次いで「勤務問題」、「交際問題」がとも

に２人となっています。 

 

【図８】自殺の原因・動機別の推移（野々市市：５年比較） 

 
資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 

 

【図９】自殺の原因・動機別・男女別（野々市市：令和元年～令和５年） 

 
資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 
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（５）自殺者の就業状況【図 10・11】 

 自殺者の就業の状況をみると、有職者が 50.9％と全体の約５割を占め、次い

で無職者が 31.6％、学生・生徒等が 14.0％となっています。 

 また、無職者の内訳では、年金・雇用保険等生活者が 44.4％と最も多く、次

いで、主婦・主夫が 16.7％、失業者が 5.6％となっています。 

 

【図 10】自殺者の就業状況（野々市市：令和元年～令和５年） 

 

資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 

 

【図 11】無職者の内訳（野々市市：令和元年～令和５年） 

 

資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 
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（６）同居人の有無の状況・男女別【図 12】 

 自殺者の同居人の有無を男女別にみると、男女ともに同居人ありの人の割合

が高く、特に女性は 73.7％となっています。 

 

【図 12】同居人の有無・男女別（野々市市：令和元年～令和５年） 

 

資料：厚生労働省（地域における自殺の基礎資料） 
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３ 現状からみた課題                        

（１）20歳代、30歳代に対する支援 

 近年、20歳代、30歳代の自殺者の割合が高くなりつつある傾向を踏まえ、若

い世代に対して、世代の特徴に応じた対策の推進が課題となっています。 

 

（２）高齢者に対する支援 

 60 歳以上の自殺者の割合は低くなりつつある傾向にありますが、今後、高齢

化がますます進展することを踏まえ、高齢者の孤独・孤立を防ぎ、生きがいを感

じることができる社会の推進が課題となっています。 

 

（３）女性に対する支援 

令和２年に女性の自殺者数が最多の６名となったことを踏まえ、女性特有の

問題を抱える方に対して、寄り添ったきめ細かな支援の充実が課題となってい

ます。 

 

（４）児童・生徒に対する支援 

 全国的に小中高生の自殺は、過去最多の水準となっていることや、本市の特徴

とも言える児童・生徒数が増加傾向にあることを踏まえ、児童・生徒に対する支

援の拡充が課題となっています。 

 

（５）関係機関等との連携強化 

自殺は、様々な社会的要因の積み重ねや、日常生活・社会生活などにおける役

割喪失感や過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまうもので

す。そのため、自殺対策は、多くの関係機関等が連携して地域レベルで包括的に

推進する必要があります。 
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１ 施策の基本的な視点                       

（１）自殺予防に向けた普及啓発活動の推進 

 自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きること

の促進要因」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させなければ

なりません。 

そのためには、自殺について、誤解や偏見をなくし、正しい知識を普及啓発す

ることが重要です。市民一人ひとりが、自殺に関して正しく理解し、自殺予防の

重要性を認識できるよう普及啓発活動を推進します。 

 

（２）自殺予防のための相談・支援の拡充 

自殺は、日常生活・社会生活などにおける役割喪失感や過剰な負担感から、危

機的な状態にまで追い込まれた末に起こります。 

自殺を予防するためには、危機的な状態に追い込まれる前に、自殺の要因を解

消することが重要です。 

そのため、市民、大学、関係機関等との連携強化を図り、「生きることの包括

的な支援」が更に推進されるよう相談・支援の拡充を図ります。 

 

（３）地域の特性に応じた施策の推進 

 自殺対策を推進するに当たっては、本市の自殺の現状を理解し、本市の特性に

応じた施策を展開することが重要です。 

若い世代が多く住む本市において、20歳代、30歳代の自殺の割合が高くなっ

ていることや、女性の自殺者が増加傾向にあること、そして、全国的に児童・生

徒の自殺者数の水準が過去最多となっていること等を踏まえ、これらの特性に

応じた施策を推進します。 

 

２ 計画の数値目標                         

 国の自殺総合対策大綱に準じ、令和８年までに自殺死亡率を平成 27年と比べ

て 30％以上減少させることを目標とします。 

 

 
平成 27年 

（基準） 

令和２年～令和４年

（現状） 

令和６年～令和８年

（目標） 

自殺死亡率 16.1 18.1 11.2以下 

自殺者数 ９人 10.3人 ６人以下 

※自殺死亡率及び自殺者数は、実態に近い数値とするため、３年の平均値を採用 

※自殺死亡率は、人口 10万人に占める人数 

※令和９年以降の数値目標は、令和９年改定予定の国の自殺総合対策大綱の数値目標を参考に

見直すものとします。  

第３章 施策の基本的な視点と計画の数値目標 
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施策の体系と取組方針                        

 

 

 

施策の体系 取組方針 

Ⅰ 自殺予防に向けた 

普及啓発活動の推進 
１ 自殺や自殺対策に関する理解の促進 

Ⅱ 自殺予防のための 

相談・支援の拡充 

１ 地域におけるネットワークの強化 

２ 相談体制の充実 

３ 自殺対策を支える人材の育成 

Ⅲ 地域の特性に応じた 

施策の推進 

１ 若い世代の特性に応じた支援の実施 

２ 高齢者が生きがいを感じることができる 

社会の推進 

③ 女性に寄り添ったきめ細かな支援の充実 

④ 児童・生徒に対する支援の拡充 

〇で囲った数字は、重点施策 

  

第４章 施策の推進 
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１ 自殺や自殺対策に関する理解の促進                 

 

事業 事業内容 担当課 

自殺対策キャンペーン ９月の自殺予防週間、３月の自殺対

策強化月間に合わせて、自殺予防に

関するチラシ等を広く配布すると

ともに、ＳＮＳ等を活用した普及啓

発活動を実施します。 

福祉総務課 

命の大切さ・生きる希

望を伝えるBookキャン

ペーン 

市立図書館において命の大切さや

生き方のヒントに関する図書を集

めた特設コーナーを設置し、自殺予

防に取り組みます。 

福祉総務課 

ＤＶ防止キャンペーン ＤＶやデートＤＶの防止のパンフ

レットを配布するとともに、石川パ

ープルリボンキャンペーン期間に

おいて、市内各所にパープルリボン

ツリーや特設コーナーを設置し、啓

発活動を行います。 

市民協働課 

人権啓発映画会 地域住民が参加できる映画会を開

催し、人権意識の高揚を図ります。 

市民協働課 

こころの健康教室 市民のこころの健康維持のため「こ

ころの健康教室」を開催し、こころ

の健康づくりの重要性を普及啓発

します。 

健康推進課 

職場におけるメンタル

ヘルス対策支援 

労働者が心身ともに健康で働くこ

とができるよう、ＳＮＳ等を活用

し、企業等にメンタルヘルス対策の

重要性を周知します。 

福祉総務課 

 

  

施策Ⅰ 自殺予防に向けた普及啓発活動の推進 
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１ 地域におけるネットワークの強化                 

 

事業 事業内容 担当課 

自殺対策協議会 保健、医療、教育、福祉、労働、警

察等の関係機関で構成される自殺

対策協議会を開催し、自殺及び自殺

対策に関する情報を共有し、連携を

図りながら、包括的な自殺対策の推

進に取り組みます。 

福祉総務課 

自殺対策庁内連絡会 関係各課により構成される自殺対

策庁内連絡会を開催し、事業の進捗

状況等を共有し、横断的に課題解決

に取り組みます。 

福祉総務課 

虐待防止等協議会 保健、医療、教育、福祉、警察、弁

護士等の関係機関で構成される虐

待防止等協議会を開催し、虐待の防

止、早期発見に努め、虐待の防止に

取り組みます。 

福祉総務課 

介護長寿課 

子育て支援課 

市民協働課 

 

  

施策Ⅱ 自殺予防のための相談・支援の拡充 
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２ 相談体制の充実                         

 

事業 事業内容 担当課 

生活困窮者自立相談支

援 

失業、身体的な理由等により働くこ

とができない生活困窮者等に対し、

関係機関と連携を図りながら生活

再建に向けた経済的・精神的な支援

を行います。 

福祉総務課、

（社会福祉協

議会） 

人権相談 人権に関する悩みを抱える方のた

めに、人権擁護委員による相談を実

施します。 

市民協働課 

無料法律相談 法律に関するトラブルや悩み事を

抱える方のために、無料で弁護士に

相談できる相談会を実施します。 

市民協働課 

認知症相談（介護に関

する悩み相談） 

市内の地区地域包括支援センター

と市内グループホームで認知症に

関する相談に対応します。また、認

知症カフェでは、認知症の方の居場

所確保や、介護に関する情報交換、

悩みの相談にも対応します。 

介護長寿課 

発達相談事業 本人や家族等からの発達に関する

相談に応じ、関係機関と連携して相

談者を継続的にサポートします。 

子育て支援課 

こども家庭センター相

談事業 

様々な悩みを抱える子ども、妊産

婦、子育て世帯に寄り添い、継続的

な相談や必要な支援を行います。 

子育て支援課 

健康推進課 

障害者相談事業 市から委託された障害者相談員が、

障害のある人や家族等の相談に応

じ、必要な情報提供や助言を行うこ

とで、自立した日常生活・社会生活

が送れるよう支援します。 

福祉総務課 
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事業 事業内容 担当課 

災害時の健康管理とこ

ころのケア 

災害発生時における被災者の健康

管理とこころのケアとして、町内

会、ボランティア等と連携して保健

指導、相談を実施します。 

総務課、健康推

進課 

生活習慣病健康相談 健康診断等の検査結果において、生

活習慣病予防に関する相談に保健

師・栄養士が応じ、市民の健康増進

を支援します。 

健康推進課 

 

 

３ 自殺対策を支える人材の育成                   

 

事業 事業内容 担当課 

ゲートキーパー養成講

座（市民カウンセラー

連続講座） 

市民を対象とした傾聴技術の基礎

を学ぶ講座を金沢工業大学心理科

学研究所と連携して開催し、家庭や

職場、地域において、人の悩みなど

の相談に応じることができる人材

を育成します。 

福祉総務課 
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１ 若い世代の特性に応じた支援の実施                

 

事業 事業内容 担当課 

ひとり親家庭等の支援

事業 

母子家庭・父子家庭及び寡婦・寡夫

の家庭状況に応じて、自立に必要な

情報提供、相談指導等を行うことに

より、必要な環境の整備や教育機会

の均等、親の就業支援等、自立のた

めの総合的な支援を実施します。 

子育て支援課 

親支援プログラム事業 妊産婦や子育て世帯の保護者が孤

立しないよう、仲間づくりの場を提

供します。 

子育て支援課 

子育て支援事業利用者

支援 

利用者支援専門員を配置し、妊娠期

から子育て期の保護者等が教育・保

育施設や地域の子育て支援事業、保

健・医療・福祉等の関係機関を円滑

に利用できるよう相談に応じ、情報

提供、助言等の必要な支援を行いま

す。 

子育て支援課 

健康推進課 

 

  

施策Ⅲ 地域の特性に応じた施策の推進 
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２ 高齢者が生きがいを感じることができる社会の推進         

 

事業 事業内容 担当課 

通いの場の支援 地域の公民館や集会所等において、

高齢者が気軽に体操や交流活動を

行うことができる通いの場の立ち

上げや継続するための支援を行い

ます。 

介護長寿課 

地域拠点の有効活用 集会所等の地域資源を活用して、市

民が気軽に集えるコミュニティカ

フェや様々なサークル活動等を行

う場所づくりを市社会福祉協議会

と共に支援します。 

介護長寿課、福

祉総務課 

（仮称）野々市つばき

の杜センターの整備 

老人福祉センター椿荘、中央児童

館、旧いきがいセンター矢作を改修

し、高齢者と子育て世代が交流する

ことができる福祉複合施設を整備

します。 

介護長寿課 

福祉総務課 

子育て支援課 
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③ 女性に寄り添ったきめ細かな支援の充実【重点施策】        

 

事業 事業内容 担当課 

母子保健（産後うつ予

防）事業 

産婦を対象として、産婦健康診査や

赤ちゃん訪問時に、産後うつ病に関

する質問票を記載してもらい、ハイ

リスク者に対して必要に応じて関

係機関につなぐ等の対応を行いま

す。 

健康推進課 

性犯罪・性暴力被害者

の支援 

性犯罪・性暴力を根絶するための啓

発活動を実施するとともに、被害に

遭われた方を関係機関に迅速につ

なげます。 

市民協働課 

女性のための支援ポー

タルサイト「あなたの

ミカタ」の周知 

ＤＶや性暴力といった困難な問題

を抱える女性に向けて厚生労働省

が開設する支援ポータルサイト「あ

なたのミカタ」を広く周知し、女性

を包括的に支援します。 

市民協働課 

女性弁護士による無料

法律相談会 

女性特有の悩みを相談しやすくす

るため、女性弁護士による相談会を

実施します。 

市民協働課 
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④ 児童・生徒に対する支援の拡充【重点施策】                  

 

事業 事業内容 担当課 

学校における自殺予防

の取組 

各学校におけるアンケートや面談

により、悩みを抱える児童生徒の早

期発見・早期対応を行います。また、

継続的な観察や支援、長期休業中の

見守り、相談窓口の周知など、自殺

予防の取組を推進します。 

教育総務課 

いじめ防止対策 学校いじめ防止基本方針の点検・見

直しを行い、いじめの未然防止、早

期発見・早期対応、再発防止のため

の対策を組織的に推進します。 

教育総務課 

教育相談事業 スクールカウンセラー等が、児童・

生徒、保護者、教職員の抱える悩み

や不安等の相談に応じ、助言や相談

者の心のケアを行います。 

教育総務課 

ＳＯＳの出し方に関す

る教育 

命の大切さ、尊さについての理解を

促進するとともに、児童・生徒が悩

みを抱えたときに助けを求めるこ

とができるよう、ＳＯＳの出し方に

関する教育の推進を図ります。 

福祉総務課 

教育総務課 

こどもの人権ＳＯＳミ

ニレターの配布 

児童・生徒に「こどもの人権ＳＯＳ

ミニレター」を配布することによ

り、身近な人に相談できない子ども

の悩み事を把握し、学校及び関係機

関と連携を図りながら対応します。 

市民協働課 

いじめ・トラブル相談

室 

少年育成センターにいじめや不登

校に悩む児童・生徒の相談窓口を置

き、これらに関する相談を受け付け

ます。 

生涯学習課 
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事業 事業内容 担当課 

小学校における人権の

花運動 

児童が互いに協力して花を植え育

てることで、命の大切さを学ぶとと

もに、人に対する思いやりの心を育

みます。また、人権擁護委員が絵本

の読み聞かせを行い、人権について

考える機会を設けます。 

市民協働課 

人権啓発活動 児童・生徒に人権啓発に関するリー

フレット等を配布し、人権意識の高

揚を図ります。 

市民協働課 

ヤングケアラー支援 ヤングケアラーについての理解を

深めるとともに、ヤングケアラーへ

の支援に必要となる知識の習得や、

教育と福祉の連携及び相談支援体

制の強化を図るための研修会を開

催します。 

子育て支援課 

 

 


